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★平成２７年度　私立幼稚園関係政府予算の概算要求（概要）

文部科学省、概算要求において最大限の配慮

園児数減少の中、園児 1人あたり単価等が大幅アップ

　8 月 29 日、文部科学省は財務省へ提出する
平成27年度の概算要求の内容を公表しました。
幼稚園教育の一層の充実を図るため、全日私幼
連では香川敬会長を先頭に強力な要望活動を展
開した結果、大きな成果に結びつきました。主
な内容は下記のとおりです。

●私立高等学校等経常費助成費補助
　私立高等学校等経常費助成費等補助は、幼
稚園、小学校、中学校、高等学校の総額で前
年度の予算額 1,040 億 4,000 万円から 35 億
4,700 万円増（対前年度比 3・4％アップ）の
1,075 億 8,700 万円となりました。そのうち
一般補助分は 18 億 6,300 万円増（対前年度
比 2・1％アップ）の 917 億 5,400 万円の要求。
特別補助分は、13 億 9,700 万円増（対前年度
比 12・2％アップ）の 128 億 3,300 万円とな
りました。

〔経常費助成費補助・幼稚園分〕
　私立高等学校等経常費助成費補助の幼稚園分
は、8 億 5,900 万円の増額要求（対前年度比 2・
5％アップ）で、総額 346 億 3,800 万円とな
りました。
　幼稚園分のうち一般補助分は 243 億 7,000
万円が計上されました。園児1人あたり単価は、
前年度から 297 円増（対前年度比 1・3％アッ
プ）の 23,302 円となりました。

　特別補助分は、9 億 600 万円増の 102 億
6,800 万円が計上されました。
　特別補助のうち、「子育て支援推進経費」は、
3 億 900 万円増の 53 億 1,000 万円となり、
その内「預かり保育推進事業」は、3 億 900
万円増（対前年度比 8・0％アップ）の 41 億
6,000 万円。「幼稚園の子育て支援活動の推進」
は、前年度同額の 11 億 5,000 万円となりま
した。また、「幼稚園特別支援教育経費」は、
5 億 9,700 万円増の 49 億 5,800 万円が要求
されました。

●幼稚園就園奨励費補助
　幼稚園就園奨励費補助については予算要求額
を明示しない事項要求（前年度 339 億 500 万
円）となりました。

●私立幼稚園施設整備費補助
　私立幼稚園施設整備費補助は 15 億 900 万
円が計上されました。国庫補助率は、原則とし
て 1 ／ 3 以内ですが、地震による倒壊等の危
険性が高い（Is 値 0．3 未満）施設の耐震補強
工事については、引き続き 1 ／ 2 以内に嵩上
げすることが要求されました。

　なお、私立幼稚園関係政府予算の概算要求に
関する資料は 2 〜 5 ページに掲載しておりま
す。
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私立高等学校等経常費助成費補助金

幼稚園分の概要
平成２７年度要求額 ３４，６３８百万円

（平成２６年度予算額 ３３，７７９百万円）

○ 特別補助 9,362百万円 → 10,268百万円

都道府県が、障害のある幼児が２人以上就園している私立の幼稚園に特別な
助成を行う場合、国が都道府県に対してその助成額の一部を補助。

園児数：13,425人（対前年度2,300人増）

１．幼稚園特別支援教育経費

4,361百万円 → 4,958百万円

２．教育改革推進特別経費（子育て支援推進経費）

5,001百万円 → 5,310百万円

・預かり保育推進事業

3,851百万円 → 4,160百万円

幼稚園の教育時間終了後や休業日に「預かり保育」を実施する私立の幼稚
園に特別な助成措置を講じる都道府県に対して、国がその助成額の１／２以
内を補助。

基礎単価：700,000円（対前年度50,000円増）
幼稚園数： 11,610園（対前年度79園増）

○ 一般補助 24,417百万円 → 24,370百万円

園児一人当たりの単価： 23,302円（対前年度 297円増・単価1.29％増）
園児数 ：1,290,269人（対前年度 17,791人減）

２６年度 ２７年度（要求）

・幼稚園の子育て支援活動の推進

教育機能又は施設を広く地域に開放することを積極的に推進する私立の幼
稚園に特別な助成措置を講じる都道府県に対して、国がその助成額の１／２
以内を補助。

幼稚園数：1,350園（対前年度同数）

1,150百万円 → 1,150百万円
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平成２６年度において、保育所と同様に、生活保護世帯の保護者負担を無償。
（無償となるよう、保育料の全国平均単価「公立：79,000円、私立：308,000円」まで補助を可能にする。）

幼児教育に係る保護者負担の軽減（無償化に向けた段階的取組）
（幼稚園就園奨励費補助）

平成２６年度において、保育所と同様に、第２子の保護者負担を半額にした上で所得制限
を撤廃し、第３子以降についても所得制限を撤廃。

※幼稚園就園奨励費補助

幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業」を実施している地

方公共団体に対し、国が所要経費の一部を補助する。(補助率：１／３以内)

（平成２６年度予算額 ３３，９０５百万円）
平成２７年度要求額 事 項 要 求

※  市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の場合の金額であり、年収はおおまかな目安。

・第１子の保護者負担を［１．０］とした場合、所得に関わらず、第２子半額、第３子無償。

（幼稚園に同時就園している場合、小学校１～３年生の兄・姉がいる場合）

【例】私立幼稚園に同時就園している年収約６８０万円以上の家庭の園児の場合

・第１子 補助額： ０円、保護者負担額：３０８，０００円

・第２子 補助額：１５４，０００円、保護者負担額：１５４，０００円 ※第１子の半額

・第３子 補助額：３０８，０００円、保護者負担額： ０円 ※無償

幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い

幼児教育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担を軽減し、無償化に段階的に取り組む。

「幼児教育無償化に関する関係閣僚・与党実務者連絡会議」（平成２６年７月２３日開催）で取り

まとめられた方針を踏まえ、「環境整備」と「財源確保」を図りつつ、５歳児から段階的に無償化に

向けた取組を進めることとし、その対象範囲や内容等については、予算編成過程において検討する。

（平成２６年度は、幼稚園と保育所の「負担の平準化」を図るため、低所得世帯と多子世帯の保護者負担の軽減を行ったところ。）

※上記補助額及び保護者負担額は、保育料の全国平均単価（公立： 79,000円、私立：308,000円）の場合。
※就園奨励事業は市町村が行う事業であり、実際の補助額は市町村により異なる。国からの補助の上限は、保育料の全国平均単
価（公立： 79,000円、私立：308,000円）。

<参考> 幼児教育に係る保護者負担の現状

（１）第１子に係る保護者負担

（２）第２子、第３子以降に係る保護者負担
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幼児教育の質向上推進プラン

１．幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けた検討

２．幼児教育の質向上に係る推進体制等の構築モデル事業

平成２７年度概算要求額 ６５百万円（新規）

幼児期の教育は人格形成の基礎を培う重要なものであり、この時期に質の高い幼
児教育が提供されることは極めて重要である。
国・自治体等において、幼児教育の更なる質向上を図るため、
○幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けた検討
○幼児教育の質向上に係る推進体制等の構築モデル事業
を実施する。

我が国の幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けて、文部科学省、国立教

育政策研究所、大学、幼児教育関係機関等を構成員とする検討会議を設置し、調
査研究の課題、手法、研究体制の在り方等について検討を行う。また、国立教育政
策研究所及び大学等において行う幼児教育に関する国内外の調査研究事例の収
集・分析等の検討に資する基礎調査に対する支援を行う。

【「幼児教育に関する調査研究拠点の整備に向けた検討会議」検討事項】
・調査研究の課題、手法
・研究体制の実施体制
・調査研究の工程表

【検討に資する基礎調査】
・国内外における幼児教育に関する政策・調査研究事例の収集・分析、乳幼児発
達及び保育・教育に関する科学的・実証的研究等に対する支援

自治体における幼児教育の推進体制や幼児教育に係る教職員の資質向上に係る
先行事例に関する調査研究を実施する。

【調査研究のテーマ（例）】

・「幼児教育アドバイザー（仮称）」等を活用した幼稚園・保育所・認定こども園を通じ
た幼児教育の質の向上及び小学校との連携体制の構築
・幼稚園・保育所・認定こども園を通じた教職員の資質向上を図るための研修の充実

【委託先】
都道府県・市町村、大学、教育研究団体等
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（要求）

私立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園関係予算） ［推移］

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
27年度
（要求）

予算額<百万円> 33,438 33,533 31,722 31,983 32,274 33,333 33,779 34,638

園児１人当たり
単価 <円>

22,408 
（0.70）

22,587 
（0.80）

22,587
（－）

22,619
（0.14）

22,642
（0.10）

22,800 
（0.70）

23,005
（0.90）

23,302
（1.29）

予算額
（百万円）

単価
（円）

※下段（）内は、対前年度増減率（％）である。
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ニュースのひろば

平成 26年度　学校基本調査速報

　平成 26 年度学校基本調査速報（平成 26 年 5 月
1 日現在）が 8 月に公表されました。幼稚園関係
の概要は次のとおりです。
　園数は、前年度より 136 園減（公立 103 園減、
私立 33 園減）の 12,907 園となっています。学級
数は、69,450 学級で、前年度より 633 学級減少
しています。
　教員数（本務者）は 111,074 人（男 7,411 人、
女 103,663 人）で、前年度より 37 人減少してい
ます。また、本務教員一人当たりの園児数は 14・
0 人で前年度より 0・2 人減少しています。
　 園 児 数 は、26,328 減 の 1,557,282 人（ 男 子
789,708 人、女子 767,574 人）となっています。
1 学級当たりの園児数は 22・4 人で、前年度より 0・
2 人減少しています。５歳児就園率（小学校第一学
年の児童数に占める幼稚園修了者数の割合）は、全
国平均で 54.2％となっています。

文部科学省人事異動

　7 月 25 日、文部科学省は人事異動を発令しまし
た。文部科学審議官に前川喜平氏（初等中等教育局
長）が就任。生涯学習政策局長に河村潤子氏（文化

庁次長）が就任。初等中等教育局長には、小松親次
郎氏（研究振興局長）が就任。高等教育局私学部長
に藤原誠氏（大臣官房審議官（初等中等教育局長担
当））が就任。大臣官房審議官（初等中等教育局担
当）に中岡司氏（大臣官房審議官（高等教育局担当））
と伯井美徳氏（大臣官房人事課長）が就任。大臣官
房審議官（高等教育局担当）に義本博司氏（大臣官
房審議官（初等中等教育局担当））が就任。蝦名喜
之氏（初等中等教育局幼児教育課長）が大臣官房文
教施設企画部施設助成課長に就任し、淵上孝氏（大
臣官房人事課人事企画官）が初等中等教育局幼児教
育課長に就任しました。

平成 27年度

「児童福祉週間」標語募集

　厚生労働省では、平成 27 年度の「児童福祉週間」
の標語を募集しています。
　毎年５月５日の「こどもの日」から１週間を「児
童福祉週間」と定めて、児童福祉の理念の普及・啓
発のための各種行事を行っており、今般、その象徴
となる標語の公募を行うものです。
　最優秀作品に選ばれた標語は児童福祉週間のポス
ターやイベントで使われます。締切：10 月 20 日
　詳しくはホームページをご覧ください。
　http://www.kodomomiraizaidan.or.jp/
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　８月２２日、２３日に第５回幼児教育実践学会が、
東京都千代田区において、１日目は砂防会館、２日
目は千代田女学園を会場に開催されました。全国各
地から幼稚園関係者等が約５００人参加し、 「子ど
もの『今』に寄り添い、子どもと『未来』をきずく 
～保育臨床の視点を大切に、保育の質を高めよう～」
をテーマに、保育実践者と研究者が共に育ちあう実

践を踏まえた研究発表が行われました。詳細につい
ては以下の通りです。

●１日目
　はじめに、（公財）全日私幼研究機構安家周一副
理事長から「平成２６年で今までの制度が終わり、
来年から新制度になります。皆で何が大切で、何を
我々はしなければならないのかを考える必要があり
ます。暑い二日間ですが、十分な学びと交流がこの
実践学会で生まれることをお願い申し上げます」と
あいさつがありました。
　開会のあいさつに続き、全日本私立幼稚園連合会
の香川敬会長より「持続可能な社会の礎が幼児教育
であるという息吹が、明日ご活用いただく千代田女
学園には流れています。２学期からこの実践学会で
の学びが子どもたちの笑顔につながっていきますこ

★第 5回幼児教育実践学会

全国から約500人を集め
基調講演、企画シンポジウム、口頭発表などを行う

shiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchien
shiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchien
shiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchien
shiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchien
shiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchienshiritsuyouchien

公益財団法人全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
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とを念じ、先生方が確実な研修を行っていただくこ
とをお願い申し上げます」との祝辞を頂きました。
　つづいて、平成 25 年度・優秀教員表彰の賞状授
与が行われました。教育実践活動、研究成果等の実
践活動において優れた成果をあげられた 9 名が受
賞されました。被表彰者は以下の通りになります。

高橋こずえ／学校法人わかば学園わかば幼稚園主任
教諭・岩手県
沓澤　美紀／学校法人向陽学園向陽幼稚園教務主
任・山形県
近藤　朝美／学校法人聖テレジア学園韮崎カトリッ
ク白百合幼稚園学年主任教諭・山梨県
松本　正子／学校法人栄和学園栄和幼稚園園長・愛
知県
内田　洋子／学校法人名古屋文化学園津幼稚園園
長・三重県

小野寺　敦子／学校法人ひじり学園せんりひじり幼
稚園保育主任教諭・大阪府
木村　眞由美／学校法人三瓶幼稚園園長・愛媛県
宮崎　奈央美／学校法人真観学園霧ヶ丘幼稚園学年
主任教諭・福岡県
徳永　景子／学校法人善き牧者学園玉里善き牧者幼

理事長・園長・副園長・主任…保育現場をマネジメントするすべての保育者のために

ご注文・定期購読のお申し込みは下記まで
03-5395-6608 営業推進部

キンダーブックの

月刊保育雑誌

730ISBN978-4-577-81360-7

定価：本体価格926円+税
B5判　72ページ

本社：〒113-8611 東京都文京区本駒込 6-14-9　http://www.froebel-kan.co.jp

●園の未来が見えてくる　保育の夜明け

　子どもの運動能力を高める遊びの力

●国の動きを読む！ 研究者の目

　経済財政運営と改革の基本方針2014より

●ここをチェック！ 園の防災対策・危機管理

　地震対策

●人事・労務Ｑ＆Ａ：職員の解雇　ほか

特集  「気になる子」を未来につなぐ ～園と家庭と。そして小学校へ～
10月号の主な内容

※表紙・内容は変更の場合があります。

・人材育成の連載が充実！

・特集記事、連載記事の連動企画が

  Web で読めます！

　➡「保育ナビ」で検索！

▲基調講演

▲企画シンポジウム

▶
優
秀
教
員
表
彰
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稚園主任教諭・鹿児島県

　続いて、十文字学園女子大学理事・特任教授、お
茶の水女子大学名誉教授の内田伸子先生による「ど
の子も伸びる援助～子どもの創造的想像力を育む保
育者の役割～」をテーマに基調講演が行われました。
　基調講演の後、「園内研修の活性化」をテーマに、
企画・コーディネーターに玉川大学教授・四季の森
幼稚園園長の若月芳浩先生、港北幼稚園主任伊藤幸
子先生、鶴岡幼稚園教諭柴田裕子先生、四季の森幼
稚園教諭北原昇先生をパネラーとして迎え学会企画
シンポジウムが行われました。

●２日目
　千代田女学園を会場に、午前の口頭発表Ⅰでは 7
発表、午後の口頭発表Ⅱでは 8 発表が行われました。
また昼食の時間と並行して、２８発表のポスター発
表が行われました。
　午後の部の口頭発表の終了とともに、2 日間に渡
る幼児教育実践学会は終了いたしました。

＊　　　　　＊

　第 5 回幼児教育実践学会の「口頭発表」ならび
に「ポスター発表」の概要を私幼時報 1 ２月号か
ら随時掲載いたします。

▲口頭発表

▲ポスター発表

第 6 回幼児教育実践学会

　平成２７年８月１８日・１９日に福島県郡山市
で開催を予定しております。
　詳細につきましては、決まり次第あらためてご
案内いたします。
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乳幼児教育国際シンポジウム報告⑤

Sandra Collins　ニュージーランド教育機関評価局 教育評価課長／講演概要

ニュージーランドにおける

保育・幼児教育改善の起爆剤としての外部評価

（公財）全日私幼研究機構　縦断研究チーム　平林　祥

　 今 日 は、 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド（ 以
下、NZ）の教育評価局（Education 
Review Office、ERO）がどのように
乳幼児教育の評価を行っているか、特
に外部評価のありようについてお話し
します。
　まずは、「子ども、全ての中心となる
もの」というマオリ族のことわざを紹
介します。このことわざは、ERO の理
念でもあります。なぜならば、ERO の
役割は、子どもたちの代弁者となり、
できる限り質の高い教育を受けられる
ことを保障することだからです。

■ニュージーランドの教育制度

　NZ の教育制度について触れます。NZ の現教育
省大臣 Hekia Parata 女史はマオリの出身です。現
在、初等中等学校が約 2,600 あり、５〜 18 歳の
子どもが通います。また、学齢に達していてホーム
スクーリングを受けている子どもが約 6,000 人い
ます。それに対して乳幼児教育施設は 4,255 あり、
いかに多様な施設があるかが数からも示唆されま
す。
　NZ では、1986 年に教育と養護に関わる全ての
施設を教育省が管轄することになりました。就学前
教育は、誕生から小学校入学（６歳まで）までの子
どもを対象としています。教育省の役割には、政策
立案とその文書化、予算の組み立て、施設の認可と

その基準の設定、教師の専門性向上の研修の実施な
どがあります。ERO は教育省からは完全に独立し
た機関で、教育省に対して助言や提案を与えること
ができます。ERO は保育施設を評価して、課題を
提示する、教育省はその課題を解決するための資源
や支援の提供をする、という役割分担があります。
それ以外に、第９〜 13 学年にあたる中等教育、及
び、大学以外の高等学校（専門学校、職業訓練学校
など）の質を保証する NZ 資格審査機関もあります。

■ニュージーランドの多種多様な幼児保育教育施設

　NZ は、乳幼児教育施設の多様性で知られていま
す。教師が保育をする幼稚園や幼保一体化施設のほ
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か、保護者が保育するプレイセンターやコハンガレ
オという施設があります。コハンガレオでの保育は
マオリ語で行われます。設置主体も様々で、幼保一
体化施設では公立・私立・保護者立のもの、幼稚園
では公立や財団立のものがあります。幼稚園以外の
種類で、私立の施設が増加しているのが NZ の現
状です。また、全日制と半日制、施設ベースと家庭
ベース、都市と郊外、特定の理念（モンテッソーリ、
レッジョ・エミリアなど）、病院の中に設置された
施設など、様々な施設が乳幼児教育制度に含まれ、
教育省の管轄下にあります。
　NZ の認可施設の中で最も多いのが幼保一体化施
設で、その次が幼稚園です。家庭ベースの保育所
は、2 歳以下の子どもを預かる点でニーズが高く、
2004 年からの 10 年間で 192 園から 359 園にま
で増えています。家庭ベースの施設をどのように監
督し、そこでの保育をどう評価していくかは今後の
検討課題です。
　これまでに挙げた施設は当然全て認可を受けてい
るため、同一の基準で予算がつき、ERO の評価を
受けることになります。

■人種間における不均衡

　OECD が行う PISA（学習到達度調査）の 2012
年の調査結果では、NZ の一部の子どもは OECD

加盟国の中でも最高水準の成績をあげました。一方
で、特にマオリ系・パシフィカ系の子どもが現在の
教育体制の中では成功しにくいことが明らかになり
ました。NZ のアジア系とヨーロッパ系の子どもと
比較して、マオリ系とパシフィカ系の子どもの学習
到達度はかなり低い水準にあります。そこで、全て
の子どもが学習者として成功できるように、教育体
制を改善することが今後の重点課題となります。
　全ての子どもが成功するために、乳幼児教育が果
たすことのできる役割を考えていかなければなりま
せん。現在、就学前に乳幼児教育を受けている子ど
もは NZ 全体で 95.7% です。人種別では、ヨーロ
ッパ系 98.2% に対して、マオリ系 92.6%、パシフ
ィカ系 89.3% で、社会経済的に低階層と言われる
背景の子どもたちの参加率は低いです。ただし、こ
れは就学の６ヵ月前の子どもを持つ保護者を対象に
したアンケートの結果で、データの信頼性は高くあ
りません。近い将来、子ども一人ひとりを追跡でき
る個人番号制度を導入して、就学前の「全ての子ど
も」の乳幼児教育の参加率を捕捉することが可能に
なります。そこで信頼性の高いデータを得て、政策
を考えていくことになります。

（つづく）

㍿世界文化社 ワンダー営業本部
TEL：03-3262-5128  FAX:03-3262-6121

私立幼稚園経営者懇談会・著
248 ページ／税込 4,320 円
世界文化社刊／ 4061301
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平成２６年度　振興資料集①

○平成２６年度学校基本調査速報概要

幼稚園の現状

区 分
全 体 国 立 公 立 私 立

総 数 割 合 総 数 割 合 総 数 割 合 総 数 割 合

幼 稚 園 数 12,907 100.0% 49 0.4% 4,714 36.5% 8,144 63.1%

学 級 数 69,450 100.0% 230 0.3% 14,204 20.5% 55,016 79.2%

園

児

数

３歳児 441,763 100.0% 1,259 0.3% 42,248 9.6% 398,256 90.2%

うち
満３歳児 48,472 100.0% 0 0.0% 200 0.4% 48,272 99.6%

４歳児 540,494 100.0% 2,184 0.4% 98,861 18.3% 439,449 81.3%

５歳児 575,025 100.0% 2,171 0.4% 123,255 21.4% 449,599 78.2%

計 1,557,282 100.0% 5,614 0.4% 264,364 17.0% 1,287,304 82.7%

本務教員数 111,074 100.0% 344 0.3% 23,361 21.0% 87,369 78.7%

出典：文部科学省「平成２６年度学校基本調査速報」（平成２６年５月１日現在）

※　満３歳児の園児数は、前年度間に入園した平成２２年４月２日～２３年４月１日生まれの園児数である。

幼稚園の園数等の推移

区　分 幼稚園数

（Ａ）

在　園　児　数 教員数

（本務者）

（Ｃ）

本務教員
1 人あた
り園児数

（Ｂ／Ｃ）

幼 稚 園
修了者数

小学校第一
学年児童数
に 対 す る
幼稚園修了
者数の比率

うち私立
幼稚園数 計

（Ｂ）
３歳児 ４歳児 ５歳児

うち　　　
私立幼稚園
の在園児数

年度
昭和30

40
50
60

平成元
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26

園
5,426
8,551

13,106
15,220
15,080
15,076
15,041
15,006
14,958
14,901
14,856
14,790
14,690
14,603
14,527
14,451
14,375
14,279
14,174
14,061
13,949
13,835
13,723
13,626
13,516
13,392
13,299
13,170
13,043
12,907

園
3,501
5,382
7,796
8,903
8,793
8,785
8,769
8,737
8,704
8,657
8,639
8,601
8,556
8,524
8,497
8,479
8,443
8,410
8,389
8,363
8,354
8,317
8,292
8,276
8,261
8,236
8,226
8,197
8,177
8,144

人
643,683

1,137,733
2,292,591
2,067,951
2,037,614
2,007,964
1,977,611
1,948,868
1,907,110
1,852,183
1,808,432
1,798,051
1,789,523
1,786,129
1,778,286
1,773,682
1,753,422
1,769,096
1,760,494
1,753,393
1,738,766
1,726,520
1,705,402
1,674,172
1,630,336
1,605,912
1,596,170
1,604,225
1,583,610
1,557,282

人
11,980
46,488

131,002
210,662
259,051
275,201
300,242
323,776
322,763
326,610
341,515
346,675
350,401
371,308
358,093
370,237
381,798
398,626
400,243
410,228
420,343
423,770
428,928
427,148
415,991
435,457
443,750
442,508
440,512
441,763

人
115,947
393,415
943,457
821,145
816,143
795,056
774,127
753,856
741,745
703,245
689,807
693,668
682,115
673,089
691,828
656,806
664,732
657,316
658,631
642,804
637,554
629,348
613,556
602,112
584,228
559,513
570,750
566,985
554,321
540,494

人
515,756
697,830

1,218,132
1,036,144

962,420
937,707
903,242
871,236
842,602
822,328
777,110
757,708
757,007
741,732
728,365
746,639
706,892
713,154
701,620
700,361
680,869
673,402
662,918
644,912
630,117
610,942
581,670
594,732
588,777
575,025

人
402,728
836,953

1,721,870
1,556,881
1,576,909
1,568,141
1,560,274
1,551,042
1,520,513
1,474,661
1,439,992
1,431,056
1,422,090
1,419,452
1,410,817
1,402,942
1,385,641
1,399,011
1,392,640
1,389,997
1,383,249
1,377,688
1,367,723
1,349,247
1,318,006
1,304,966
1,303,803
1,314,968
1,303,661
1,287,304

人
24,983
45,193
85,680
98,455

100,407
100,935
101,493
102,279
102,828
103,014
102,992
103,518
103,839
104,687
105,048
106,067
106,703
108,051
108,822
109,806
110,393
110,807
111,239
111,228
110,692
110,580
110,402
110,836
111,111
111,074

人
25.8
25.2
26.8
21.0
20.3
19.9
19.5
19.1
18.5
18.0
17.6
17.4
17.2
17.1
16.9
16.7
16.4
16.4
16.2
16.0
15.8
15.6
15.3
15.0
14.7
14.5
14.5
14.5
14.2
14.0

人
500,141
666,658

1,209,152
1,032,892

961,842
961,842
937,880
903,948
872,061
841,978
822,209
777,675
785,467
757,660
741,362
728,334
747,154
707,642
712,935
702,255
700,745
682,082
672,925
662,911
644,771
631,221
611,036
584,417
595,976
590,591

％
20.1
41.3
64.0
63.6
64.0
64.0
64.0
64.1
63.8
63.5
63.2
62.8
62.5
62.3
61.6
61.1
60.6
59.9
59.3
58.9
58.4
57.7
57.2
56.7
56.4
56.2
55.7
55.1
54.8
54.2

注）出典：文部科学省「学校基本調査」。平成 26 年度は「速報値」。3 歳児には満 3 歳児入園者を含む。
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３歳児教育の普及状況の推移

区 分
幼　稚　園　数 在　園　児　数 ３ 歳 児 在 園 児 数

計 国 立 公 立 私 立 計 国 立 公 立 私 立 計 国 立 公 立 私 立

昭和60年度 15,220 48 6,269 8,903 2,067,951 6,609 504,461 1,556,881 210,662 988 4,645 205,029

61 15,189 48 6,267 8,874 2,018,523 6,593 481,109 1,530,821 222,677 985 4,974 216,718

62 15,156 48 6,263 8,845 2,016,224 6,600 470,454 1,539,170 232,398 999 5,563 225,836

63 15,115 48 6,251 8,816 2,041,820 6,606 467,611 1,567,603 246,770 1,000 5,594 240,176

平成元年度 15,080 48 6,239 8,793 2,037,614 6,557 454,148 1,576,909 259,051 980 5,738 252,333

2 15,076 48 6,243 8,785 2,007,964 6,581 433,242 1,568,141 275,201 981 5,625 268,595

3 15,041 48 6,224 8,769 1,977,611 6,630 410,707 1,560,274 300,242 983 6,096 293,163

4 15,006 49 6,220 8,737 1,948,868 6,613 391,213 1,551,042 323,776 1,032 7,037 315,707

5 14,958 49 6,205 8,704 1,907,110 6,740 379,857 1,520,513 322,763 1,102 8,424 313,237

6 14,901 49 6,195 8,657 1,852,183 6,786 370,736 1,474,661 326,610 1,119 10,838 314,653

7 14,856 49 6,168 8,639 1,808,432 6,778 361,662 1,439,992 341,515 1,120 13,236 327,159

8 14,790 49 6,140 8,601 1,798,051 6,827 360,168 1,431,056 346,675 1,124 15,784 329,767

9 14,690 49 6,085 8,556 1,789,523 6,803 360,630 1,422,090 350,401 1,132 17,957 331,312

10 14,603 49 6,030 8,524 1,786,129 6,823 359,854 1,419,452 371,308 1,167 21,339 348,802

11 14,527 49 5,981 8,497 1,778,286 6,911 360,558 1,410,817 358,093 1,181 23,804 333,108

12 14,451 49 5,923 8,479 1,773,682 6,889 363,851 1,402,942 370,237 1,207 28,131 340,899

13 14,375 49 5,883 8,443 1,753,422 6,819 360,962 1,385,641 381,798 1,188 33,270 347,340

14 14,279 49 5,820 8,410 1,769,096 6,804 363,281 1,399,011 398,626 1,203 36,867 360,556

15 14,174 49 5,736 8,389 1,760,494 6,718 361,136 1,392,640 400,243 1,229 39,307 359,707

16 14,061 49 5,649 8,363 1,753,393 6,626 356,770 1,389,997 410,228 1,210 41,311 367,707

17 13,949 49 5,546 8,354 1,738,766 6,572 348,945 1,383,249 420,343 1,217 42,800 376,326

18 13,835 49 5,469 8,317 1,726,520 6,531 342,301 1,377,688 423,770 1,237 43,082 379,451

19 13,723 49 5,382 8,292 1,705,402 6,457 331,222 1,367,723 428,928 1,270 42,987 384,677

20 13,626 49 5,301 8,276 1,674,172 6,374 318,551 1,349,247 427,148 1,265 42,702 383,181

21 13,516 49 5,206 8,261 1,630,336 6,315 306,015 1,318,006 415,991 1,278 42,104 372,609

22 13,392 49 5,107 8,236 1,605,912 6,215 294,731 1,304,966 435,457 1,310 43,436 390,711

23 13,299 49 5,024 8,226 1,596,170 6,044 286,323 1,303,803 443,750 1,308 43,663 398,779 

24 13,170 49 4,924 8,197 1,604,225 5,930 283,327 1,314,968 442,508 1,291 43,451 397,766 

25 13,043 49 4,817 8,177 1,583,610 5,785 274,164 1,303,661 440,512 1,292 42,599 396,621

26 12,907 49 4,714 8,144 1,557,282 5,614 264,364 1,287,304 441,763 1,259 42,248 398,256

注）出典：文部科学省「学校基本調査」。平成 26 年度は「速報値」。3 歳児には満 3 歳児入園者を含む。
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都　　道　　府　　県　　別

区 分
幼 稚 園 数 在　　園　　児　　数　　（１）

計 国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 ３歳

1 北 海 道 542 2 73 467 64,743 104 3,236 61,403 18,686 

2 青 森 119 1 8 110 7,947 81 184 7,682 2,378 

3 岩 手 141 1 56 84 11,709 111 2,147 9,451 3,352 

4 宮 城 280 1 95 184 33,017 147 4,522 28,348 8,172 

5 秋 田 90 1 16 73 7,153 140 761 6,252 2,115 

6 山 形 107 1 17 89 10,805 100 857 9,848 3,080 

7 福 島 342 1 191 150 25,167 67 8,005 17,095 6,096 

8 茨 城 364 1 168 195 37,433 116 9,326 27,991 9,642 

9 栃 木 195 1 5 189 29,725 158 292 29,275 9,322 

10 群 馬 205 1 81 123 20,861 139 5,472 15,250 6,432 

11 埼 玉 625 1 61 563 112,823 79 3,919 108,825 32,921 

12 千 葉 563 1 134 428 91,278 141 9,844 81,293 25,694 

13 東 京 1,023 2 181 840 170,673 359 14,065 156,249 52,276 

14 神 奈 川 720 0 55 665 137,910 0 3,785 134,125 38,916 

15 新 潟 154 2 41 111 14,675 118 2,368 12,189 4,806 

16 富 山 86 1 29 56 6,605 100 1,389 5,116 2,085 

17 石 川 68 1 2 65 7,830 119 136 7,575 2,537 

18 福 井 122 1 87 34 4,768 113 1,855 2,800 1,350 

19 山 梨 74 1 4 69 6,403 92 295 6,016 1,983 

20 長 野 119 1 12 106 12,681 117 745 11,819 4,065 

21 岐 阜 188 0 84 104 23,033 0 4,483 18,550 7,352 

22 静 岡 504 1 260 243 59,003 110 19,854 39,039 18,906 

23 愛 知 521 1 91 429 96,825 132 10,590 86,103 31,758 

24 三 重 246 1 184 61 19,224 136 8,339 10,749 5,086 

25 滋 賀 193 1 159 33 18,999 156 15,148 3,695 4,789 

26 京 都 226 1 65 160 27,934 140 3,991 23,803 8,522 

27 大 阪 767 1 334 432 116,952 148 23,033 93,771 31,239 

28 兵 庫 696 2 445 249 69,755 241 23,783 45,731 14,586 

29 奈 良 201 2 156 43 16,647 278 10,352 6,017 4,147 

30 和 歌 山 106 0 60 46 8,028 0 2,236 5,792 2,407 

31 鳥 取 35 1 7 27 3,888 77 238 3,573 1,147 

32 島 根 104 1 88 15 4,048 65 3,538 445 1,184 

33 岡 山 329 1 293 35 18,869 142 12,922 5,805 3,828 

34 広 島 303 2 95 206 33,467 198 3,747 29,522 9,929 

35 山 口 198 1 56 141 16,347 105 1,979 14,263 4,940 

36 徳 島 182 1 169 12 7,349 126 5,907 1,316 433 

37 香 川 169 1 133 35 13,887 135 8,287 5,465 4,096 

38 愛 媛 179 1 72 106 18,094 140 3,139 14,815 5,623 

39 高 知 56 1 24 31 4,211 111 1,019 3,081 1,294 

40 福 岡 484 1 56 427 67,564 71 3,967 63,526 20,451 

41 佐 賀 104 1 11 92 9,565 83 760 8,722 2,978 

42 長 崎 172 1 41 130 13,659 145 1,454 12,060 3,659 

43 熊 本 143 1 32 110 15,767 124 2,153 13,490 4,971 

44 大 分 215 1 140 74 12,320 158 3,615 8,547 2,617 

45 宮 崎 133 1 16 116 10,356 104 463 9,789 3,029 

46 鹿 児 島 238 1 87 150 19,362 88 2,516 16,758 5,538 

47 沖 縄 276 0 240 36 17,923 0 13,648 4,275 1,346 

総計 （ 全 国 ） 12,907 49 4,714 8,144 1,557,282 5,614 264,364 1,287,304 441,763 

※ 前年度間入園の在園児数は、平成 25 年度間に満３歳児入園した人数である。

※ 出典：平成 26 年度学校基本調査速報（平成 26 年 5 月 1 日現在）
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幼　　稚　　園　　の　　現　　状
（平成２６年５月１日現在「学校基本調査速報」）

在　園　児　数　（２）　 教　　員　　数　　（本務者） 小学校第一学
年児童数（Ａ）

幼稚園修了者数
（Ｈ 26．３）（Ｂ）

就園率 
（Ｂ / Ａ）左記のうち前年

度間入園（内数） ４歳 ５歳 計 国立 公立 私立

2,615 22,417 23,640 5,092 10 472 4,610 41,268 24,078 58.3%

813 2,711 2,858 738 6 26 706 10,074 3,002 29.8%

668 4,119 4,238 918 7 250 661 10,266 4,415 43.0%

730 12,027 12,818 2,385 7 522 1,856 20,048 13,192 65.8%

427 2,472 2,566 663 10 76 577 7,439 2,754 37.0%

730 3,720 4,005 970 7 79 884 9,331 4,170 44.7%

925 9,272 9,799 2,213 4 775 1,434 15,345 10,026 65.3%

1,151 13,744 14,047 2,670 7 824 1,839 25,257 14,756 58.4%

2,160 10,112 10,291 2,571 7 30 2,534 17,387 10,638 61.2%

1,293 7,067 7,362 1,791 8 510 1,273 17,235 7,471 43.3%

1,016 39,502 40,400 7,162 7 313 6,842 62,684 41,481 66.2%

858 32,011 33,573 5,534 7 792 4,735 53,179 34,428 64.7%

1,865 58,952 59,445 10,773 20 841 9,912 100,722 60,177 59.7%

740 48,537 50,457 8,371 0 269 8,102 78,420 52,425 66.9%

1,127 4,757 5,112 1,424 10 236 1,178 18,692 5,198 27.8%

526 2,197 2,323 601 7 128 466 8,751 2,369 27.1%

941 2,597 2,696 688 7 19 662 10,390 2,761 26.6%

463 1,507 1,911 496 7 180 309 7,200 2,041 28.3%

281 2,190 2,230 587 6 27 554 7,032 2,313 32.9%

428 4,298 4,318 1,017 7 83 927 18,699 4,480 24.0%

1,259 7,418 8,263 1,921 0 589 1,332 18,281 8,266 45.2%

2,194 19,757 20,340 4,389 7 1,658 2,724 33,248 21,185 63.7%

3,257 32,247 32,820 5,713 7 765 4,941 69,846 33,262 47.6%

565 6,721 7,417 1,629 9 888 732 16,150 7,501 46.4%

34 7,020 7,190 1,687 9 1,387 291 13,779 7,403 53.7%

1,114 9,514 9,898 2,234 7 342 1,885 21,803 10,298 47.2%

1,710 42,125 43,588 7,596 10 1,800 5,786 74,823 44,935 60.1%

1,104 25,985 29,184 4,916 14 1,964 2,938 49,271 29,964 60.8%

211 6,070 6,430 1,486 18 991 477 11,948 6,827 57.1%

607 2,674 2,947 695 0 261 434 7,960 2,959 37.2%

445 1,349 1,392 420 7 39 374 5,029 1,496 29.7%

68 1,364 1,500 517 6 449 62 5,906 1,645 27.9%

405 7,275 7,766 1,548 8 1,151 389 17,236 8,140 47.2%

1,337 11,693 11,845 2,284 12 325 1,947 25,631 12,051 47.0%

1,126 5,673 5,734 1,221 7 198 1,016 11,661 5,908 50.7%

58 3,077 3,839 802 9 665 128 5,997 3,863 64.4%

472 4,747 5,044 1,202 7 797 398 8,709 5,045 57.9%

1,138 6,199 6,272 1,401 8 306 1,087 11,793 6,344 53.8%

240 1,395 1,522 417 6 117 294 5,680 1,842 32.4%

4,367 23,305 23,808 4,884 6 328 4,550 47,060 24,527 52.1%

911 3,182 3,405 759 5 62 692 7,916 3,267 41.3%

1,181 4,818 5,182 1,212 7 139 1,066 12,126 5,219 43.0%

1,262 5,314 5,482 1,124 6 187 931 16,686 5,769 34.6%

520 3,820 5,883 997 7 369 621 10,159 6,282 61.8%

1,220 3,498 3,829 814 7 47 760 10,533 3,947 37.5%

1,704 6,711 7,113 1,358 4 212 1,142 15,227 7,220 47.4%

206 3,334 13,243 1,184 0 873 311 16,759 13,251 79.1%

48,472 540,494 575,025 111,074 344 23,361 87,369 1,090,636 590,591 54.2%
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◆政府 子ども・子育て会議 
 
 

子ども・子育て会議(第 17 回会合) 
子ども・子育て会議基準検討部会(第 21 回会合)が合同開催 

 
「公定価格の基準」「利用者負担の上限」について重要な回答がなされる 

 
平成 26 年 7 月 31 日(木)、政府の子ども・子育て会議(第 17 回会合)／子ども・子育て会議基準

検討部会(第 21 回会合)が合同開催され、全日私幼連から【北條泰雅】副会長が出席しました。当

日は議事次第より①処遇改善等加算、使途制限等のあり方②利用者負担③次世代育成支援対策推進

法に係る行動計画作成指針の策定について説明と審議が行われました。 

 会議の冒頭に 7 月 23 日の読売新聞朝刊に報道された記事（情報特急便 NO,52 号参照）について

質問がなされました。質問に対して内閣府の担当者は「認定こども園の設置・移行を希望する施設

についての普及をしやすく整備をすることは変わりないが、公定価格と現状収入の比較の試算が出

来ていないケースもあるため現状調査や自治体と協力して対応を検討していきたい。返上の動きに

より利用者の混乱を招かないように関係者と調整していきたい。」と回答しました。 

また、北條委員は「公定価格の仮単価表は 5 月 23 日の会議において了承されたが、仮単価表は

認定こども園にかかわらず、幼稚園や保育園に至っても不十分な状況が見込まれる。仮に仮単価表

を見直すことがあるとすればどのような財源を見込むのか」と質問をしました。内閣府の担当者は

「消費税引上げ以外の予算も含めて実現に向け検討を行いたい。」と回答をしました。 

議題に入り、北條委員から、「民間保育所の委託費とそれ以外の幼稚園などへの施設型給付費の

仕組みが異なることの問題提起を従来から行ってきたが、今回の資料で、使途制限の取扱いと指導

監督等のあり方の違いが明確になったことと、民間保育所は巨額の公費が投入されるのに第三者に

よる会計監査が行われないのは問題」といった旨の発言をしました。 

利用者負担については、小学校三年生までの範囲における第二子が半額、第三子以降が無料とい

№54 号・平成 26 年 8月 7日

全日私幼連広報委員会

Mail：info@youchien.com
全日私幼連 
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う今年度から就園奨励費補助事業で導入された仕組みが新制度でも実施されることが確認されま

した。 

また、新制度で各市町村が定める利用者負担額が、現行の各園の保育料等よりも高い場合に、一

定の要件の下で経過的に市町村の定める額よりも低い利用者負担額を設定できる特例措置につい

て議論されました。 

また、提出した意見書（別添）に基づき発言を行い、文科省の担当官より、一部の回答がありま

した。 

文科省の担当官からは、「公定価格の基準は、私立施設の実態を踏まえて設定したものであるが、

国として定める唯一の基準である。公定価格は、最終的には、費用負担者である市町村が定めるこ

ととなるが、この国が定める基準や公私間のバランス等を考慮して設定すべきものと考えている。

なお、この考え方は、幼稚園のみならず、保育所や認定こども園についても同様である。」 

「地方裁量型認定こども園については、各都道府県が、認定こども園法及び国の基準に基づき条

例で定める基準に従い、各都道府県が個別に認定を行う施設であり、そこで行われている教育・保

育や職員配置・設備等については、各都道府県が定める条例によって一定の質的担保を行っている

ものと認識している。これを前提に、子ども・子育て支援法では、地方裁量型も含め、認定こども

園を施設型給付の対象としているところであり、また、公定価格では、基本的には他の類型の認定

こども園と同一額を原則としつつ、その基準等の内容に応じて、一定の減額措置もあり得るものと

整理しているところである。」 

「利用者負担については、国が所得に応じた上限基準を定め、各市町村が、その範囲内で額を設

定することとなるが、国の定める上限基準については、公私問わず同一の基準を適用する考えであ

る。国の定める上限基準については、幼稚園については現行の幼稚園就園奨励費補助事業の、保育

所については現行の保育所費用徴収基準の、それぞれ国基準に基づき設定しているところであるが、

ご指摘のように、１号認定子どもの低所得者層の負担が２号認定子どもと比較して高くなっており、

利用時間・日数からすれば逆転しているという課題が指摘されていることは認識している。幼保の

負担平準化については、これまでも段階的に取り組んできているところであり、財源と併せて検討

していくことが必要と考えている。」と発言しました。 

〔今号は５枚〕
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　6 月から７月までに行った、幼稚園８７カ所、
認定こども園２３カ所（幼保連携型４・幼稚園
型１６カ所・保育所型３カ所）、保育所４６２カ
所への、来年度からの認定こども園移行につい
ての意向調査を行った結果を８月上旬、青森県
こどもみらい課が発表しました。
　平成２７年度より移行を予定している施設
は、幼稚園は８７園中１７カ所、保育所は
４６２施設中２０７カ所となり、幼稚園は少な
くなっていました。
　また、２８年度以降に移行を予定している施
設を加えると幼稚園２５カ所、保育所２４４カ
所となり、全施設の約半数が認定こども園へ移
行を予定している結果となりました。「移行し
ない」「検討中」は２８０カ所（幼稚園６２、保
育所２１８）となり、公定価格が不明確な現段
階では慎重になっている施設も多いと思われま
す。
　いずれにしても県内保育所のうち半数以上は
認定こども園に移行を予定、その中で新幼保連
携型への移行を希望している保育所が７４％を
占めています。このことは、１号認定の利用定
員の確保を目的としていると思われ、来年度か
らは保育所も保育内容をより幼稚園に近づけて
くるものと想定されます。
　したがって、幼稚園としては、ますます教員
の質の向上、および保育内容の充実に努め、少
子化に対応した幼稚園経営が求められていま
す。
　これらのことを踏まえ、青森県私立幼稚園連
合会としては、設置者、園長会等で話し合い、
より良質な幼児教育の推進に力をいれてまいり
たいと思います。

（青森県私立幼稚園連合会総務委員長、むつ市・
大湊幼稚園／佐々木　正）

青森県内の認定こども園移行調査

　子ども・子育て支援新制度の実施が、いよい
よ間近になって来ました。
　思い返すと、平成 18 年度に創設された認定
こども園制度には、当初園児減に悩む幼稚園の
みならず県当局にとっても期待するところ大で
したが、その実態は国からの公的助成もなく、
期待外れのものでした。それでも全国に先駆け
て、長崎県が独自の予算を付けるなどして、こ
ども園の認定を推し進めたのはご案内のとおり
です。その後、国の政権交代に平仄を合わせ
るように本県議会においても与野党が逆転し
てしまった顛末については、私幼時報 341 号
(2012 年 11 月 ) に述べたところですが、現在
は元の鞘に収まる状態に戻っています。
　こうした紆余曲折もあり、新制度の動向につ
いては、本県選出の金子原二郎参議院議員が自
民党人口減少社会対策特別委員長ということか
ら、6 月には内閣府・厚生労働省・文部科学省
の担当課長が来崎して説明会なども開催されて
います。とはいえ制度が徐々に明らかになるに
連れ、何のための制度改革なのか、という懐疑
の念が無きにしも非ずです。
　こうしたなか、11 月 21 日には県内私立の幼
稚園から高校までの保護者と教職員 2000 人が
一堂に会し、「私学振興大会」を開催します。第
10 回の記念となる本大会では、建学の精神と
生涯にわたる人格形成の基礎を培うとされる幼
児教育の再確認の場となることも願い、準備に
当たっている私立幼稚園の関係者であります。

（長崎県私立幼稚園連合会常任理事、振興委員会
委員長、佐世保市・江迎幼稚園／朝野卓也）

私学振興大会

青森県からのおたより 長崎県からのおたより
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　「収穫の秋」を迎えました。毎年春に子どもた
ちは園から歩いて行ける距離にある畑に、管理
するおじさんと一緒に、野菜（トマト・ピーマン・
ナス・ジャガイモ・里芋等）を植えます。年長
児は、晴れた日は毎日のように水をやり、草む
しりをして成長を観察してきました。そして今
みんなで大切に育てたものを収穫します。その
後は新鮮で無農薬の野菜を給食で子どもたちは
ほとんど残さず食べます。毎日の水やりや草む

しり、歩くことによって体力がつき、植物や虫
等自然と触れ合うことで、発見・驚きがあり、
物を大切にする気持ちや思いやりが芽生えてく
ることに繋がっていると感じています。
　いよいよ、新制度へ移行の準備が本格化して
きます。各幼稚園の思い、地域の子どもの数な
どによって選択肢は変わってきますが、良質な
幼児教育を研究できるよう頑張りましょう。

（調査広報委員・岸　豊）

編集後記編集後記
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平成 26年度（第 8回）　免許状更新講習の認定一覧
●必修領域「教職についての省察並びに子どもの変化、教育政策の動向及び学校の内外における連携協力についての理解に関する事項」に関する免許状更新講習

講習の 
開催地 講習の概要 担当講師 時間数 講習の期間 受講数 認定 

番号

福岡県 
福岡市

「教職員についての省察」「教育政策の動向についての理解」「子どもの変化
についての理解」「学校内外における連携についての理解」の 4 項目につい
て、幼稚園教育を取り巻く今日的課題に沿いながら、講義・演習を進める。

森　暢子 ( 香蘭女子短期大学准教授 ), 黒田　秀樹
(( 公財 ) 全日本私立幼稚園幼児教育研究機構研究研
修委員会副委員長 ), 山田　真理子 ( 九州大谷短期
大学名誉教授 ), 渡邊　由恵 ( 久留米信愛女学院短
期大学講師 )

12 時間 平成 26 年 11 月 29 日～ 
平成 26 年 11 月 30 日 100 人

平 26-
81340-
00793 号

●選択領域「教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」に関する免許状更新講習

講習の 
開催地 講習の概要 担当講師 時間数 講習の期間 受講数 認定 

番号

山形県 
山形市

当講習は、幼稚園教諭を対象に実施する講習であり、幼稚園教育内容を深
めることを目的とし、幼児期の発達特性の分野から乳幼児の発達理解（愛
着の発達について並びに愛着の障がいについて）と幼稚園における特別支
援の分野から幼児の発達支援について学ぶこととしている。

大塚　健樹 ( 盛岡大学短期大学部幼児教育科教授 ),
嶋野　重行 ( 盛岡大学短期大学部幼児教育科教授 ) 6 時間 平成 26 年 11 月 22 日 50 人

平 26-
81340-
57435 号

山形県 
山形市

当講習は、幼稚園教諭を対象に実施する講習であり、幼児が主体的な活動
に取り組むための環境構成の在り方について、幼児の育ちを見通した活動
の計画の中から、特に活動に取り組もうとする意欲の育ちに対する配慮と
援助、そして場面づくりの工夫を学ぶこととしている。

岩崎　基次 ( 盛岡大学短期大学部幼児教育科准教
授 ) 6 時間 平成 26 年 11 月 23 日 50 人

平 26-
81340-
57436 号

山形県 
山形市

当講習は、幼稚園教諭を対象に実施する講習であり、幼稚園教育要領にお
ける環境の領域より、身近な環境に親しみ、自然と触れ合うことで、様々
な事象に興味や関心をもち、幼児が自然とのかかわりを深めることができ
るような工夫について、自然教材の活用を学ぶものである。

武田　剛 ( 東北文教大学非常勤講師 ) 6 時間 平成 26 年 11 月 24 日 50 人
平 26-
81340-
57437 号

福島県 
福島市

「現代の子育て事情と求められる保育の質」
幼児教育の現場において、現代的社会の変化と幼児の不変的発達の間で多
様なニーズが求められています。その中で現場保育者として、乳幼児教育
の発達をいろいろな側面から捉え、①乳幼児理解と保育の質の向上、②遊
びが学びの保育の展開、③行動や発達の気になる子の保育と保護者支援、
について考えていきたい。

井桁容子 ( 東京家政大学非常勤講師・東京家政大学
ナースリールーム主任 ) 6 時間 平成 26 年 12 月 25 日 40 人

平 26-
81340-
57438 号

茨城県
水戸市

子どもは日々幼稚園の中で生活し遊んでいる。その子どもの成長発達を支
える土台は生活であり遊びであると考える。幼稚園の役割としての生活を
子どもの視点と教師の視点から考えていきたい。また遊びについては自発
的、自然発生的にこどもの中に生まれる遊びと教師の提案する遊びについ
ても考査したい。

飛田　隆 ( 茨城キリスト教大学文学部児童教育学科
准教授 ) 6 時間 平成 26 年 11 月 8 日 80 人

平 26-
81340-
57439 号

福岡県 
福岡市

「幼稚園教育内容を深める」「保育現場での質を高める」の２つの項目を基
本とした講習を進める。特に今講習は、幼稚園教育要領の領域「表現」の
具体的事例をもとに、２つの項目に迫りたい。受講者が、「劇あそび」「造
形製作」「コミュニケーションと表現」等の事例研究を通して、具体的な場
面を想起しつつ、保育内容を省察し、計画し、実践していく幼稚園教諭と
しての専門性が高められていく講習構成としたい。

花輪 充 ( 東京家政大学教授 ), 金子 夏代 ( 中村学園
大学非常勤講師 ), 淵 和子 ( 西南女学院大学短期大
学部非常勤講師 ), 黒田 秀樹 (( 公財 ) 全日本私立幼
稚園幼児教育研究機構研究研修委員会副委員長 )

6 時間 平成 26 年 11 月 8 日 100 人
平 26-
81340-
57440 号

佐賀県 
佐賀市

幼稚園教育の基本となる「環境を通して行う教育」について、幼児の発達
課題にふさわしい環境構成を行うにはどのような点を考慮すべきかに焦点
を当て、「環境」の意味や重要性、遊びと指導の関わり、保育者の位置づけ
と役割から考察する。特にこの課題を、幼児の砂遊びを例として具体的に
検討する。保育者自身が、自らの保育を振り返り、目的意識的な「環境に
よる幼児教育」の実現に視するような内容を提示する。

笠間　浩幸 ( 同志社女子大学教授 ) 6 時間 平成 26 年 11 月 15 日 38 人
平 26-
81340-
57441 号

定価 1,944円（税込）


